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提案書作成にあたり ～NEDO公式ページから～

(1)提案書類のダウンロード

キーワード「NEP」で検索

提案書類のダウンロードは、『2025年度「研究開発型ス
タートアップの起業・経営人材確保等支援事業/ディープ
テック分野での人材発掘・起業家育成事業(NEP)/躍進
コース」に係る公募について（本公募）』の「資料」 より
お願いします。

公募

実施者募集（公募）情報を探す
公募情報検索画面

『2025年度「研究開発型スタートアップの
起業・経営人材確保等支援事業/ディープ
テック分野での人材発掘・起業家育成事業
(NEP)/躍進コース」に係る公募について
（本公募）』 を探す
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提案書作成にあたり ～NEP特設ページから～

(1)提案書類のダウンロード
公募情報

提案書類のダウンロード

躍進コース

表示されたページから応募STEPを探す
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提案書作成にあたり

(2)提出が必要な書類 提案書類一式（以下すべて）を日本語で作成してください。

１ 提案書（Word形式）

 ２ 主任研究者研究経歴書（Word形式）

３ 申請者情報（Word形式）

 ４ 書面審査用ファイル（PDF形式）（上記①～③をまとめて１つにしたPDFファイル）

 ５ ワーク・ライフ・バランス等推進企業に関する認定等の状況

６ 従業員への賃金引上げ計画の表明書（PDF形式）
 ※該当事業者のみ提出

７ 追加資料ファイル（PDF形式）（躍進500・3000：追加資料1～６、躍進カーブA・B：追加資料１～７）
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提案書作成にあたり

まずは下記の注意事項をご確認ください。

• 提案内容は簡潔明瞭を旨とし、各様式で指定されているページ数以内で
作成してください（枚数が上限を超過した場合は、審査に影響があります）。

• 提案書は、添付書類を含め全てＡ４サイズで作成してください。
Ａ４サイズ以外で作成された既存の資料を使用する場合は、サイズを
Ａ４に修正してしてください。

• 各様式には作成にあたっての注意点や記入例を『青字』または『吹き出
し』で記載していますので、これを熟読したうえで作成してください。
また、提出時にはそれらの注意点や記入例を削除したうえで提出してく
ださい。

• 年月は西暦で記入してください。
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書面審査用
ファイル
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※下記1-①～3を1つのPDFファイルにまとめてご提出いただく必要があります。

7

書面審査用ファイルは、以下の1-①～3)で構成されています。

NO 名称 様式 備考

1-① 提案書【表紙】 別添１

1-② 提案書【本文】実施計画の細目 別添１
合わせて10ページ以内で作成してください。

1-③ 提案書【本文】実施計画 別添１

1-④ 提案書【本文】企業化計画書 別添１ 提案書の別紙を活用し、7ページ以内で作成してください。

1-⑤ 提案書【本文】研究開発体制等 別添１ー様式１ 様式１を別添１に図張り付けする等の必要があります。

1-⑥ 提案書【本文】当該技術又は関連技術の研究開発実績 別添１

1-⑦ 提案書【本文】助成事業に要する費用の内訳等 別添１ー様式２ 様式２を別添１に図張り付けする等の必要があります。

1-⑧ 提案書【本文】類似の研究開発及び研究費の応募・受け入れ状況 別添１

1-⑨
提案書【本文】本提案書及びその他提出書類に記載された技術情
報の確認

別添１

1-⑩ 提案書【本文】事業プランのキーワード 別添１ 公募ページに掲載されているキーワード一覧から選択します。

2 主任研究者研究経歴書 別添２ 該当特許がある場合には、特許の明細書を添付してください。

3 申請者情報 別添３
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1-① 提案書【表紙】

• 応募する事業名及び研究開発項目名を記載してください。

• 代表者は、企業の場合は代表権のある方とします。
• 共同提案を行う場合は、共同提案者（委託先・共同研究先除く）の「法人名」・
「代表者の役職・氏名」もすべて記載してください。

• 採択・不採択通知の宛名になりますので、役職・氏名に誤りの無いよう十分ご留意
願います。
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書面審査用ファイル

1-② 提案書【本文】実施計画の細目 ＆ 1-③ 提案書【本文】実施計画
• 公募要領「4.3.審査基準」を参照し、わかりや
すく記載してください。

• 実施計画の細目と実施計画は必要に応じて図、
表を挿入しても結構ですが、

10ページ以内で作成してください。

• PoCの内容及びPoCの検証手段を記載してくださ
い。（最小3項目）

• 可能な限り定量的・具体的な情報を記載。
例）純度●●％以上を達成する

既存製品の性能比●●%向上を目指す

• 調査研究の一環で展示会出展を予定している場
合は、そこで、調査又は実証試験をどのように
進め、どのような結果を得ようとしているのか
を具体的に記入してください。

• 躍進カーブA・Bは、ここにカーブアウト後、
どのようにして主体的に経営・事業化を
進めていく想定なのかを必ず記入してくだ
さい。

• “研究開発項目“については、どのPoCに該当する
かがわかる様に記入してください。
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1-④ 提案書【本文】企業化計画書

• 「★提出ファイル作成方法と留意事項」、公募
要領「4.3.審査基準」を参照し、わかりやすく
記載してください。

• 企業化計画書は提案書の別紙を活用し、必要に
応じて図、表を挿入しても結構ですが、

7ページ以内で作成してください。
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1-⑤ 提案書【本文】研究開発体制等
・研究開発体制等については、「提案者」が法人の場
合は法人名と主任研究者名を、個人の場合は個人名を
ご記入ください。

・共同研究に係る助成対象費用については、公募要領
「2.3.助成対象費用」をご確認ください。

・費用計上可能な共同研究先は大学などの学術機関に
限ります。

・共同研究契約が可能かについて、必ず共同研究先へ
事前に確認してください。

• 助成事業を遂行する体制と、研究者の氏名、役割分
担を、図で具体的に記入してください。図の書式は
自由に変更していただいて構いません。

＜例＞ 研究員Ａ 根戸次郎 試作品の分析評価

• 共同研究先がある場合、提案者と共同研究等の相手
先（大学などの研究機関等と事業会社）とのそれぞ
れの役割が分かるように記入してください。事業会
社が複数の場合には、主たる連携先１社を記してく
ださい。

• 助成費用の対象外となる共同研究先についても、事
業の全体像を示すために記載してください。ただし、
助成費用の対象外については、研究員の記載は必須
ではありません。

• 登録された研究員でない場合、研究活動に係る労務
費や旅費は計上できません。
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1-⑤ 提案書【本文】研究開発体制等 様式1：助成先における研究体制
1-⑤ 提案書【本文】研究開発体制等 様式１：共同研究先における研究体制
1-⑤ 提案書【本文】研究開発体制等 様式１：委員会等における外部からの指導又は協力者

• 助成の対象とならない共同研究先や指導者等は記
入する必要はありません。

Excelシートに必要事項を入力し、図形
式で提案書【本文】に貼り付けするな
どして、提案者毎に研究体制を作成し
てください。
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（２）助成先における研究体制  

助成先名

主任研究者 フリガナ

　

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所①

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　

　 　　

　 　

研究実施場所②

主任研究者 フリガナ

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

研究分担先名／

分室名

主任研究者 フリガナ

経理責任者 フリガナ

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

　

氏　名 所属・役職

　 　

氏　名 所属・役職

　

　

　

　氏　名 　所属・役職

　 　

　

　

　

氏　名 e-Rad研究者番号 　所属・役職

氏　名 所属・役職

　

　

　

　

　

　

氏　名 　所属・役職

　 　

氏　名 　e-Rad研究者番号 　所属・役職

　 　

氏　名 　所属・役職

　 　

　

氏　名 　所属・役職

　

　

　

　

　

氏　名 e-Rad研究者番号 　所属・役職

　

　

　

　

　

　

　

（３）委託先及び共同実施先における研究体制

委託先名

業務管理者 フリガナ

　

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

  

  

  

  

  

  

委託先名

業務管理者 フリガナ

 

経理責任者 フリガナ

事業

担当窓口

電話 FAX E-mail

契約・検査・支払

担当窓口

電話 FAX E-mail

研究実施場所

登録研究員 フリガナ 主な担当事業内容

 

 

 

氏　名 　所属・役職

　

氏　名 　所属・役職

　 　

　 　

　

　

氏　名 所属・役職

氏　名 e-Rad研究者番号 所属・役職

　

　

　

氏　名 所属・役職

　

　

　

　

氏　名  所属・役職

 

氏　名  所属・役職

  

  

 

 

氏　名 所属・役職

氏　名 e-Rad研究者番号 　所属・役職

 

 

 

氏　名 所属・役職

 

 

 

 

（４）委員会等における外部からの指導又は協力者
ア．×××委員会における登録委員

氏名 所属 役職

イ．有識者からの指導・助言等

氏名 所属 役職 指導・助言等の内容

書面審査用ファイル



1-⑥ 提案書【本文】当該技術又は関連技術の研究開発実績

• 提案する方式又は方法に関する国内外の状況、その中での提案者の本研究開発
若しくは本研究開発の円滑な遂行に資する関連研究開発の実績等を、研究発表
等を引用して記載するなどして、すべての提案者を対象に記載してください。

• 有用な保有している関連特許やノウハウ等について、他社
との優位性も含めて記載してください。

• なお、特許及び特許出願に関する技術並びに特許出願予定
の技術について詳細に記載する場合には、「8.本提案書及
びその他提出書類に記載された技術情報の確認」に記載し
ている内容に反しないよう留意してください。
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1-⑦ 提案書【本文】助成事業に要する費用の内訳等 様式２：全期間総括表
1-⑦ 提案書【本文】助成事業に要する費用の内訳等 様式２：助成先総括表
1-⑦ 提案書【本文】助成事業に要する費用の内訳等 様式２：共同研究先総括表
1-⑦ 提案書【本文】助成事業に要する費用の内訳等 様式２：項目別明細表(助成先用)

   ※2025年度分と2026年度分の2つを作成

1-⑦ 提案書【本文】助成事業に要する費用の内訳等 様式２：項目別明細表(共同研究先用)
 ※2025年度分と2026年度分の2つを作成

• 項目別明細表作成に当たっては、公募要領2.3.「助成対象費
用」を確認の上、記入ください。

• 汎用品とみなされるものは購入不可です。
• 躍進カーブAは処分制限財産(税抜50万円以上)は購入不可です。

「12)申請者情報の『7.助成事業期間における資金計画』との整合性
• 「助成事業に要する経費」が、年度ごとに一致しているか
• 2025年度と2026年度を合計した「助成金の額」が「助成金交付申請額」と
一致しているか
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助成事業に要する経費 助成対象費用 助成金の額（円）
Ⅰ．機械装置等費 0 0
　１．土木・建築工事費 0 0

○○土木・建築工事費 ＠ 円 × H ＝ 0 0

0 0
○○製作設計費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○製作加工費 ＠ 円 × H ＝ 0 0
○○試験装置　一式 ＝ 0
○○評価装置　一式 ＝ 0
○○作成装置　一式 ＝ 0

　３．保守・改造修理費 0 0
○○装置改造費　一式 ＝ 0
○○装置保守費　一式 ＝ 0

Ⅱ．労務費 0 0
　１．研究員費 0 0

＠ 円 × H ＝ 0 0
＠ 円 × H ＝ 0 0

　２．補助員費 0 0
＠ 円 × 日 ＝ 0 0

Ⅲ．その他経費 0 0
　１．消耗品費 0 0

○○薬品　一式 ＝ 0
○○実験器具　一式 ＝ 0

　２．旅費 0 0
　　(1)研究員旅費 国内旅費一式 ＝ 0

海外旅費一式 ＝ 0
　　(2)専門家旅費 海外旅費一式 ＝ 0
　３．外注費 0 0

○○ソフト開発外注 ＝ 0
　４．諸経費 0 0
　　(1)機械リース料 ＠ 円 × ヶ月 ＝ 0 0
　　(2)委員会費 委員謝金一式 ＝ 0

委員旅費一式 ＝ 0
＝ 0

Ⅳ．委託費・共同研究費 0 0
　１．委託費・共同研究費

株式会社□□ ＝
　２．学術機関等に対する共同研究費

学校法人▽▽大学 ＝

合計(Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ＋Ⅳ） 0 0 0

<補助率　2/3>

※助成先がＮＥＤＯへ計上する助成対象費用は、消費税抜き額になります。

※助成金の額は、Ⅰ～Ⅳ１．委託費・共同研究費の合計に補助率を乗じ、千円未満を切り捨てた金額に、Ⅳ２．学術機関等に対する共同研究費を加算した額を記載してください。

項目別明細表（助成先用）

　２．機械装置等製作・購入費

（４）●●●●株式会社　項目別明細表(20  年度）

積算基礎（円）

書面審査用ファイル



１-⑧ 提案書【本文】類似の研究開発及び研究費の応募・受け入れ状況 １-⑩ 事業プランのキーワード

• 類似の研究開発及び研究費の応募・受
け入れ状況については、既に補助金制
度等による需給を受けた事業や、提案
中または提案予定の事業がある場合は
記入してください。

• また過去にNEDO等で実施した事業に
ついても該当がある場合は記入くださ
い。

• 該当がない場合は表を削除し、「無
し」と記入してください。
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• 技術キーワードについては、「(公募要領別添)キーワー
ド集」から該当するキーワードを必ず最低５つ以上とな
るよう記入してください。事業プランのキーワードは、
書面審査で技術分野の選別に使用します。

書面審査用ファイル



２ 主任研究者研究経歴書(提案者のCV)

• 特許1件あたり3ページ以内にまとめた要約版（特許の要約、請求項、発明の効
果、図 等）を記載してください。

• 出願、公開、登録された特許書類一式をそのまま添付することの無いようにし
てください。

• 複数の特許の明細書を作成する際は、タイトルを特許1の明細書、特許２の明細
書…、というように変えてください。

• 本提案に関連する特許がない場合は、作成不要です。

• 主任研究者 研究経歴書については、全体を1ページ
以内に収めるようにしてください
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特許の明細書（様式自由）
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３ 申請者情報①

• ●応募時点で個人の場合
• 応募タイプによらず、法人設立前の方は、提案者の「名称」「代表者氏名」とも“個
人名”（チームの場合は代表者の氏名）を記入してください。

• ●法人として応募する場合
• 提案事業を実施するための法人を設立済みの方は、提案者の「名称」に法人名を、
「代表者氏名」には、法人の代表者の役職・氏名を記入してください。

• 助成事業の名称は40文字以内、助成事業の概要は200～250字以内で簡潔に記載し
てください。

• 助成事業の総費用
助成事業（NEP）期間全体で必要となる、助成事業（NEP）実施のために必要な
経費の総額を税込額※、円単位で記入してください。
※仕入税額控除を適用している課税事業者は「税抜額」を記載ください。

• 助成金交付申請額
躍進500・3000：「助成対象費用※」に「助成率1/1」を乗じた額を記載
躍進カーブA・B ：「助成対象費用※」に「助成率3/4」を乗じた額を記載
※助成対象費用の上限（千円単位で端数切り下げの金額）
躍進500、躍進カーブA：4,999,000円
躍進3000、躍進カーブB：30,000,000円

例1）躍進500に、助成対象費用480万円の提案をする場合の助成金交付申請額：
［助成対象費用：4,800,000円］×［助成率1/1］＝4,800,000円

例2）躍進カーブBに、助成対象費用3000万円の提案をする場合の助成金交付申請額：
 ［助成対象費用：30,000,000円］×［助成率3/4］＝22,500,000円

• 助成事業終了予定年月日
2026年8月31日 17
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３ 申請者情報②

• 助成事業に要する経費は、様式2：積算用総括表内の項目別明細書の「助成事業に
要する経費」の合計となります。

• 「Ⅳ．助成金交付提案額」は、様式２：積算用総括表内の助成先総括表の「助成
金の額」と一致。

• 各年度とも「支出」と「収入合計」が同額となるようにしてください。
• 課税事業者の場合、この表に記載の金額とは別に、助成金交付申請額に係る消費
税分（助成金に含まれないため自己負担）を、別途負担していただく必要があり
ます。

• 助成事業に係る連絡先には、緊急連絡先として、提案者以外の人も記載してくだ
さい。共に活動する研究員の方でも構いませんが、常時連絡が取れる方としてく
ださい。

• 上記において「Ⅱ．借入金」、「Ⅲ．その他の収入」を記入した場合には、その
調達方法を記載ください。上記表を補足するため、必要な資金をいつどのように
確保するか記載してください。
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その他別添
ファイル
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その他別添ファイル

別添４)ワーク・ライフ・バランス等推進企業に
関する認定等の状況について

• 法人名、雇用する労働者数を記入してください。
• 個人で応募の場合は所属会社を記入してください。
• 認定がない場合は「なし」と記入してください。

別添５)事業開始年度の賃金を引上げる旨の表明資料（任意）

20
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追加資料
ファイル
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追加資料用ファイル

追加資料用ファイルは、以下のもので構成されています。

Wordファイルに記入しましたら、作成した追加資料を1つのPDF
ファイルにまとめてご提出いただく必要があります。

No. 名称 様式 備考

1) 利害関係の確認について 追加資料1

2) 事業成果の広報活動について 追加資料2 法人設立済の応募者のみ作成・提出

3) e-Rad応募内容提案書 追加資料3

4) 出資関心願／出資関心確認書 追加資料4
躍進3000の全ての応募者、及び躍進カーブBの応募者のうち該当者が
作成・提出

5) 支援対象証明書 躍進カーブA・B：追加資料5 躍進カーブA・Bの全ての応募者が作成・提出

6) 財務データ入力フォーム
躍進500・3000：追加資料5
躍進カーブA・B：追加資料6

法人設立済みの提案者のみ提出

7) 決算報告書
躍進500・3000：追加資料6
躍進カーブA・B：追加資料7

1期以上の決算報告書がある法人設立済みの応募者のみ提出

22



1)利害関係の確認について

• 上記の定義に当てはまる利害関係者をご記入ください。

• その他、審査委員にも利害関係者に該当するかを確認いただく
ため、技術的なポイントについて、競合関係を特定することが
可能と考える技術的なポイントを問題ない範囲でご記入くださ
い。

利害関係者の定義
1 規程

NEDOでは、NEDO技術委員・技術委員会等規程（平成15年度規程第63
号）（以下「規程」という。）第34条及び第35条それぞれの第2項におい
て、利害関係者を次のとおり規定しています。
【規程抜粋】
2 利害関係者の範囲は、次の各号に定める通りとする。
一 被評価者の配偶者、四親等内の血族、三親等内の姻族又は同居の親族に
ある者

二 被評価者と大学・研究機関において同一の学科・研究室等又は同一の企
業に所属している者

三 被評価者の案件の中で研究分担者若しくは共同研究者となっている者又
はその者に所属している者

四 被評価者の案件と直接的な競争関係にある者又はその者に所属している
者

五 その他機構が利害関係者と判断した者

23
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2)事業成果の広報活動について

24

追加資料用ファイル

3)e-Rad応募内容提案書

• e-Rad応募内容提案書については、公募要領「3.5.（カーブ
アウトA・Bは3.6.）府省共通研究開発管理システム(e-Rad)
への登録」をご確認の上、登録をお願いします。

• 登録後に「応募内容提案書」を出力の上、貼付してく
ださい。



4)出資関心願／出資関心確認書

• 躍進3000の全ての応募者、及び躍進カーブBの応募者のうち
【既存の法人と「関連会社」、「子会社」の関係にある場合】
のみ作成・提出（該当なしの場合は本ページ削除）

• 提案者が「出資関心願」を記入後VC等へ依頼し、VC等
が「出資関心確認書」に署名をします。

• 出資関心者が複数いる場合は、複数の提出を認めます。

• 提案書の提出期限までに間に合わない場合は、2025年5月16日（金）正
午まで追加で提出することを認めます。その場合、余白に『後日提出予
定』と記入し、一度ご提出ください。

• 提案者、関心者とも、Wordファイルに直
接ご入力ください（手書きでも問題ありま
せん）。また、押印の必要はありません。
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5)支援対象証明書 躍進カーブA・Bのみ作成・提出。この証明書は、元の事業会社からNEDOにご提出いただく書類です。

• 躍進カーブAの場合は所属元会社、躍進カーブBの場合は
カーブアウト元会社の名称と、代表者または支援責任者を記
入してください。

• Wordファイルに直接ご入力ください（手書きでも問題あり
ません）。また、押印の必要はありません。

• 提案者の情報を記入してください。
• Wordファイルに直接ご入力ください（手書きでも問題あり
ません）。また、押印の必要はありません。

• なお、躍進カーブAの場合、法人名は予定しているものがあ
れば記入してください。

• 該当するものすべてをチェックしてください。
• 上から６つの項目いずれにも該当しない支援の場合は「その
他」にチェックし、その内容をできるだけ詳しく括弧内に記
載してください

• 躍進カーブAの場合は所属元会
社、躍進カーブBの場合はカー
ブアウト元会社の支援担当者を
記載してください。

26
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• 法人設立済みの提案者のみ提出が必要となります。

• 躍進500・3000の場合は「追加資料5_財務データ入力フォー
ム.xlsx」、躍進コースカーブアウトA・Bの場合は「追加資料
6_財務データ入力フォーム.xlsx 」としてご提出ください。

• 直近3年度分の財務データを入力してください。

• 3年分の財務データが無い場合、有る年度のもののみ

27
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6)財務データ入力フォーム



・PDF形式で提出。

・1期以上の決算報告書がある法人設立済みの応募者のみ提出必要。

・躍進500・3000の場合は「追加資料６_決算報告書.pdf」、躍進コースカーブアウトA・Bの場合
は「追加資料7_決算報告書.pdf」としてご提出ください。

・直近3年度分の決算報告書(貸借対照表、損益計算書、キャッシュフロー計算書)を纏めたもの。

・キャッシュフロー計算書は、作成されている場合のみで可。

・3年分の決算報告書が無い場合、有る年度のもののみで可。
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7)決算報告書



●申込み方法：
 本公募ページの「NEP提案書添削指導について」を確認の上、
 所定の送付先へ提案書を提出すると、添削コメントが返送されます。

●添削受付期間：3月3日（月）～4月3日（木）正午まで

●添削コメント返却までの期間：原則5～6営業日
 ※締切り間際は混雑し、返却に時間を要する為、余裕を持ってご提出

下さい。

【留意点】
• 添削指導を受けられる回数は、応募者につき1回のみです。
• 添削コメントはあくまでも参考であり、内容を全て提案書に反映しても、

採択を約束されるものではありません。
• 添削コメントに対するお問合せについては、一切応じられません。

NEP提案書添削指導について
先着

50件程度
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NEDOスタートアップ支援部

NEP事務局

E-MAIL：NEP@nedo.go.jp

・詳細は公募要領及びFAQをご参照ください。
・お問い合わせは、原則メールでのみ承ります。

お問い合わせ先
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